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3．実施協議調査帰国報告会資料／討議議事録（R/D）／ミニッツ　3－ 1調査・協議項目　3－ 2調査団員構成

3．実施協議調査帰国報告会資料／討議議事録（R/D）／ミニッツ

3－ 1　調査・協議項目

3－ 1－ 1　討議議事録（R/D）の内容確認

3－ 1－ 2　プロジェクト実施に係る詳細の確認

（1）協力期間

（2）RETPC設立地

（3）プロジェクトサイト

（4）プロジェクトの基本計画（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動）

（5）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

（6）活動計画（PO）及び年次活動計画（APO）

（7）投入計画

1） 日本側投入（専門家、研修員受入れ、機材供与）

2） インドネシア側投入（要員配置、プロジェクト予算、土地・建物・施設）

（8）暫定実施計画（TSI）

3－ 1－ 3　プロジェクト開始へ向けた準備、その他

（1）州政府との協力合意（TCA）

（2）スタッフの教育・訓練

（3）合同調整委員会

（4）モニタリング・評価

（5）NAFEDの情報タスクフォース

3－ 1－ 4　J-net事業との連携調整

3－ 1－ 5　今後のスケジュール

3－ 2　調査団員構成

氏　名 分　野 所　属

高間　英俊 団長・総括
国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課 課長

朝倉　俊雄 貿 易 振 興
日本貿易振興会

神戸貿易情報センター 所長

岡山　明日香 協 力 企 画
国際協力事業団 鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課 職員
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3－ 3　調査日程

日順 月日 曜日 日　程

1 1月27日 日 10:55 成田発（JL725）

16:05 ジャカルタ着

2 1月28日 月 9:00 NAFED長官表敬、NAFED/IETCとの打合せ（東ジャワ州商工部との協議の進め

方）（於：NAFED）

16:00 大使館表敬

17:00 JICAインドネシア事務所との打合せ

3 1月29日 火 8:00 ジャカルタ発（GA304）

9:20 スラバヤ着

10:00 東ジャワ州商工部との協議（初年度の活動計画詳細）

15:00 スラバヤ総領事表敬

4 1月30日 水 9:00 東ジャワ州商工部との協議（NAFED/IETC、東ジャワ州商工部、JICA3者の責任

分担）

19:00 スラバヤ発（GA325）

20:20 ジャカルタ着

5 1月31日 木 9:00 NAFED/IETCとの協議（初年度の活動計画、投入計画詳細）（於：IETC）

6 2月1日 金 9:00 NAFED/IETCとの協議（R/D、プロジェクトドキュメント）（於：IETC）

7 2月2日 土 団内打合せ、ミニッツ作成

8 2月3日 日 団内打合せ、ミニッツ作成

9 2月4日 月 10:30 JETROジャカルタ事務所訪問

13:30 NAFED/IETCとの協議（ミニッツ案）（於：NAFED）

10 2月5日 火 9:30 R/D、ミニッツ署名

11:00 MOIT計画局報告

13:30 BAPPENAS報告

14:30 EKUIN報告

15:30 大使館報告

17:00 JICA事務所報告

23:30 ジャカルタ発（JL726）

11 2月6日 水 8:35 成田着

本調査団と並行して、J-net実施協議調査団が以下のとおり派遣された。

調査期間： 1月29日～2月7日

団員構成： 団長（JICA、本調査団の団長と兼務）、遠隔技術協力政策（外務省）、システム管理計画（JICA）、システ

ム運用計画（JICA）

R/D署名日： 2月5日（火）

3－ 3　調査日程
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3－ 4　主要面談者

〈インドネシア側〉

（1）国家開発企画庁（BAPPENAS）

Mr. Luky Eko Wuryanto Director for Industry, Trade and Tourism Development

（2）商工省（MOIT）

Mr. Robby M. Kumenaung Head, Bureau of Planning

Drs. Mardjoko Siswanto Head of Foreign Aid Division, Bureau of Planning

（3）輸出振興庁（NAFED）

Mr. Gusmardi Bustami Chairman

Mr. Fauzi Aziz Secretary

Ms. Nus Nuzulia Ishak Director, Center for Export Information and Training（CEIT）

Mr. Sjahril Sjafri Head of Information Services and Export Training Division,

CEIT

Mr. Edison Hutabarat Head of Information Network and Database Div., CEIT

Mr. Sahala Aritonang Head of Administration Sub-division, CEIT

Mr. Suprayogo Staff in CEIT

Mr. Bambang Purnomo Staff in CEIT

（4）貿易研修センター（IETC）

Ms. Ratna Djuwita Director

Mr. Maulani Head of Cooperation and Promotion Section

Ms. Utari Kurnianingsih Export Marketing Training

Ms. Susijanti Consultation Coordinator

Ms. Chandrini Mestika Dewi Head of Cooperation Sub-section

（5）東ジャワ州（スラバヤ）

Mr. Fachrul A. R. Head of Industry and Trade Office（Dinas）

Mr. Ir. Cipto Budiono Vice Head, Industry and Trade Office（Dinas）

Drs. Dhidhi Teguh Wiyono Head, Foreign Trade Division, Industry and Trade Office

（Dinas）

Ms. Liri L. Idham Chief Promotion & Foreign Cooperation Section, Foreign

Trade Division, Industry and Trade Office（Dinas）

3－ 4　主要面談者
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〈日本側〉

（1）在インドネシア日本大使館

福岡　徹 一等書記官

（2）在スラバヤ総領事館

石田　実 総領事

（3）JETROジャカルタセンター

加藤　裕之 所　長

寺西　武英 次　長

中村　芳生 次　長

佃　壮夫 シニアディレクター

（4）インドネシア貿易セクター人材育成計画

甲村　昌二 長期専門家（国際貿易）

杉山　茂樹 短期専門家（貿易研修計画）

（5）JICA個別専門家

永江　勉 工業開発振興アドバイザー

奥山　明 援助調整アドバイザー（計画）

（6）JICAインドネシア事務所

神田　道男 所　長

大岩　隆明 次　長

安藤　寿郎 企画調査員

Mr. Hari Ramadhan Program Officer
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3－ 5　調査・協議結果

3－ 5－ 1　討議議事録（R/D）

標記プロジェクトを 2002年 7月 1日から 4年間にわたり実施することでインドネシア側実施

機関（輸出振興庁：NAFED）と合意し、プロジェクト実施にあたり日本側・インドネシア側双方

がとるべき措置、プロジェクト実施体制、日本側投入の概要などをR/Dに記載して、NAFED長

官との間で署名・交換を行った。

3－ 5－ 2　協議結果概要

（1）プロジェクトドキュメント

2001年 8月及び 11月に実施した短期調査の結果を基に、プロジェクト実施の背景、対象

セクターの現状と問題点、プロジェクト戦略、プロジェクトの基本計画、協力実施の妥当

性などをプロジェクトドキュメントに記載し、インドネシア側と協議・修正のうえ、ミニッ

ツに添付した（3－ 8　Annex A参照）。

（2）協力期間と協力対象地

2001年 11月の第 2次短期調査時に、協力期間は 4年、協力対象地は東ジャワ州（スラバ

ヤ）、北スマトラ州（メダン）、南スラウェシ州（マカッサル）、南カリマンタン州（バンジャ

ルマシン）の4か所とすることでインドネシア側と暫定合意した。またこの 4か所への協力

の順序は、①スラバヤ（2002年～）、②メダン及びマカッサル（2003年～）、③バンジャルマ

シン（2004年～）とした。しかし、今次調査にてNAFED長官より、バンジャルマシンが2002

年度の予算として既に 6億ルピアを用意しているため、2002年あるいは遅くとも 2003年か

ら当地に対する協力を開始できないかとの相談があった。

これに対して調査団からは、バンジャルマシンでは ITインフラ（ISDN回線サービス）が

未整備であること、及び当地における協力の規模を判断するため、さらに調査を行う時間

が必要であることを理由に、協力の順序は原則的に変更しない旨回答した。ただし人材育

成は2002年から前倒して行うことを提案し、NAFEDの理解を得た（ただしバンジャルマシ

ン側は早期の協力を強く望んでおり、2004年までこのモメンタムを失わないよう、2002年

から何らかの具体的措置が必要と思われる）。

（3）プロジェクトにおけるNAFED－ IETC間の連携

本プロジェクト実施のために、NAFEDと IETCは合同で「プロジェクトチーム」を組織し、

ここにそれぞれからC/Pを配置することとなっている。日本人専門家及び「プロジェクト

チーム」の執務室は IETC内に置くこととなっているが、「プロジェクトチーム」室に常駐す

るC/PはNAFEDから 4名、IETCから 2名であり、他の大多数のC/Pは本来業務もあるため、

それぞれ現在の職場に席を置く予定となっている。

3－ 5　調査・協議結果
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調査団より、NAFED－ IETC間の連絡・調整不足に対する懸念を表明したところ、週1回

C/P合同ミーティングを開催すること、及びNAFED、IETCから1名ずつ「コーディネーター」

を指名し、彼らが「プロジェクトチーム」内の連絡・調整を担当することとなった。

（4）プロジェクト基本計画（マスタープラン）

前回調査時に設定した基本計画を確認し、一部活動の見直しを行った（変更点：プロジェ

クト活動の一環として、2年目以降の地方貿易研修・振興センター（RETPC）設立予定地が

選定基準（ニーズ、組織、予算、人員、建物・施設、ITインフラ）を満たしているかどうか

の調査を実施することとし、PDM上の「活動」の表現を一部修正した）。

（5）日本側投入

1） 専門家

長期専門家は、チーフ・アドバイザー、業務調整員、「輸出振興のためのマーケティン

グ」の3名をジャカルタに派遣することとし、地方に対しても短期出張ベースで指導を行

う。

短期専門家については、2002年度は以下の分野について対応する予定である。

a） ITコンサルテーション（2002年 8月、3週間程度）

b） スラバヤRETPCの開所式での研修講師（2002年 9月第 2週、1週間程度、特定商品

（例：家具）の対日輸出促進研修コース）

c） ミニ・リソース・センター（図書館）管理（2003年 1月、3～ 4週間程度）

d） 展示室管理（2003年 2月、3～ 4週間程度）

e） ウェブページデザイン、またはデータベース技術（個別技術について必要性があ

れば対応）

上記に加え、IETCからはテレビ会議システムによる遠隔研修に関する技術移転のため

の短期専門家派遣が要請されたが、当該分野については J-netを活用して JICA沖縄国際セ

ンターより教えを請うよう、調査団から提案した。

2） C/Pの本邦研修

インドネシア側と協議の結果、2002年度は計 3名を以下の分野について受け入れるこ

ととした。

a） 貿易振興分野（2002年 11月、最長 3～ 4週間）：2名

b） クライアント・サーバーシステム設計（2002年 4月～ 8月、JICA沖縄国際センター

の集合研修）：1名

3） 機材供与

協力1年目（2002年度）の供与予定機材として、ジャカルタの IETC及びスラバヤRETPC

向けの機材リストを作成し、プロジェクトドキュメントに添付した。他の 3か所に対す
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る機材はそれぞれ2003年度及び 2004年度に調達する予定であるが、機材の品目及び台数

については各地一律とはせず、追ってそれぞれの地方での適正な投入規模を見極め決定

する。

前回調査時に論点となったテレビ会議システムの導入については、今次調査において

もインドネシア側より重ねて要請がなされたが、前回調査時同様 1年目にレンタルにて

ジャカルタ－スラバヤ間で 2回試行し、費用対効果及びインドネシア側での通信費負担

能力を見極めたうえで、購入するかどうかを決定することとした。

（6）インドネシア側投入

1） C/P

「プロジェクトチーム」には、NAFED、IETCより各 18名の C/Pが配置される予定であ

る（プロジェクト管理者を除いた人数）。このうち3名（IETCより 2名、NAFEDより 1名）

が、スラバヤRETPCの所長、研修担当マネージャー、貿易振興・情報担当マネージャー

として 2002年 6月からスラバヤに派遣される。

一方東ジャワ州政府（商工部）は、スラバヤRETPCの副所長、総務担当マネージャーを

含む 9名のスタッフを既に内定しており、今次調査中にこれらスタッフとの面談を行っ

た。9名のうち7名が女性であり、半数以上が大学卒であるが、英語での質疑応答が可能

なのは数名であった。スタッフは30代から50代であるが、平均年齢は高めである。これ

らスタッフはプロジェクト終了後もRETPCに勤務する予定のフルタイムスタッフとして

配置される予定であるが、インドネシア側は今後必要に応じて地方のスタッフについて

は人数を増やしていくとしている。

NAFED、IETCでは、2002年 4月にジャカルタにて、スラバヤRETPCのスタッフを対

象に 2週間の導入研修を行う予定である。

2） プロジェクト運営予算

NAFEDは 2002年度予算として 11億 7,600万ルピアを用意しており、スラバヤ RETPC

の改修費、立ち上げに係る諸費用、ジャカルタから派遣する 3名のスタッフの滞在費な

どをまかなう予定である。一方東ジャワ州政府（商工部）は、同じく2002年度予算として

9億 7,100万ルピアを用意しており、RETPCの家具・備品の購入、運営コスト、スタッフ

の人件費にあてる予定である。

3） 建物・設備

RETPCの改修にあたり、NAFED、IETCと東ジャワ州商工部はすでに合同で入札の準備

を行っている。現在の予定では 2月初めに公示し、3月中旬に業者を決定し、5月末まで

に改修工事を終えるとしている。
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（7）合同調整委員会（JCC）及びアドバイザリー・コミッティー

プロジェクトに対して受益者や外部関係者からの意見・アドバイスを聞く場として、

ジャカルタに JCCを、各RETPC設立地にはアドバイザリー・コミッティーを設立する予定

である。それぞれ関連政府機関、商工会議所（KADIN）、組合など（スラバヤの場合は加え

てAOTS同窓会）の代表者によって組織されるが、JCCには各地のアドバイザリー・コミッ

ティーの代表者をメンバーに加え、両者の調整を図ることとする。JCCはプロジェクト全

体に対するアドバイスを、アドバイザリー・コミッティーは各地のRETPCに対するアドバ

イスをそれぞれ行う。

（8）モニタリング・評価

プロジェクト開始後 6か月ごとに定期モニタリングを、中間期及び終了時にはプロジェ

クトの評価を、それぞれ日本側・インドネシア側合同で行うことを改めて確認し、ミニッ

ツに記載した。定期モニタリングについては 2003年 1月より 6か月おきに実施することと

なった。

プロジェクトのモニタリングとは別に、「プロジェクトチーム」ではRETPC設立後6か月

間は毎月、その後は 2か月ごとに訪問指導を行う予定となっている。

（9）2002年のスケジュール

以下の主要項目について、今後のスケジュールをインドネシア側より聴取してミニッツ

に記載した。

a）「プロジェクトチーム」設立：2月

b） NAFED-東ジャワ州政府間の技術協力合意（TCA）署名：2月 8日

c） スラバヤにおけるアドバイザリー・コミッティーの設立：2月

d） スラバヤRETPC改修工事：1月～ 5月

e） スラバヤRETPCスタッフのジャカルタでの導入研修：4月（2週間）

f）「プロジェクトチーム」からスラバヤRETPCへの人材派遣：6月初め

g） スラバヤRETPCへの地方スタッフの配置：6月初め

h） スラバヤRETPCでのNAFED、IETCのスタッフから地方スタッフへの技術移転：6～

10月

i） スラバヤRETPCのミニ・リソース・センター開始：7月

j） スラバヤRETPCでの第 1回対面研修コース実施：8月

k） スラバヤRETPCの展示室（ショールーム）開始：8月

l） スラバヤRETPC開所式及び第 2回対面研修コース実施：9月第 2週

m） ジャカルタ -スラバヤ間でのテレビ会議による遠隔研修コース実施：10月及び 11月

に各 1回
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（10） J-net との連携

本プロジェクトでは J-netの機材、システムを最大限活用する。

3－ 5－ 3　今後必要な措置

（1）日本側

1） 専門家のリクルート

2） 本邦研修の準備

3） 機材調達（現地調達）の準備

（2）インドネシア側

1） 要請書（A1、A2・3、A4フォーム）提出（2002年 3月まで）

2） スラバヤRETPCの改修工事

3） NAFED内の情報共有タスクフォースの活動開始



- 216 -

・前回調査時に協議の結果、協力期
間は暫定的に4年とし、ミニッツに
記載した。

・前回調査時に協議の結果、1年目に
スラバヤ、2年目にメダン及びマ
カッサル、3年目にバンジャルマシ
ンへの協力を行うこととし、ミ
ニッツに記載した。ただし地方政
府が運営予算を準備できない場合
は日本側は協力しないこと、及び
協力地方を途中で変更したり追加
したりはしないこととし、この点
もミニッツに記載した。

・事前評価の結果、スラバヤに関し
ては大・中規模の企業（製造業）数
から中小企業数を推測するに
RETPCのサービスに対する潜在的
ニーズは十分あると判断され、1年
目の設立地として妥当であると考
えられる。メダンについても相当
規模のニーズがあると評価され
る。ただしマカッサル、バンジャ
ルマシンについては、少なくとも
大・中規模の製造業企業数はそれ
ほど多くはない。中小規模や製造
業以外の企業数はデータが入手で
きなかったため不明である。

・実施協議調査団派遣の目的
を以下のとおり説明する。
（1）2002年度の活動計画
及び詳細投入計画を含
め、プロジェクト実施の
ための詳細について協議
し、結果を討議議事録
（R/D）及びミニッツ（M/
M）への署名により確認
する。

（2）インドネシア側との
協議結果に基づき、プロ
ジェクトドキュメントを
完成させる。

・協力期間は2002年7月1日か
ら4年を提案し、インドネ
シア側と協議した結果をR/
Dに記載する。

・協力の順序については基本
的には左記のとおりとす
る。ただし、協力開始後に
スラバヤの成功例・失敗例
を蓄積しつつ、メダン、マ
カッサル、バンジャルマシ
ンのニーズ及び実施体制に
関する調査をより詳細に行
い、2年目以降の設立地に
対する協力のあり方は柔軟
に見直す予定であることを
インドネシア側に伝える。
具体的にはRETPCの規模、
サービスの内容・回数、日
本側の投入機材の規模など
の面で、地方ごとに差をつ
けることを検討する旨伝
え、ミニッツに記載する。

・左記のとおり説明した。
・プロジェクトドキュメントは
ミニッツの添付資料（Annex A）
とした。

・左記のとおり合意し、R/Dに記
載した。

・NAFED長官からは、南カリマ
ンタン州（バンジャルマシン）
が2002年度に既に6億ルピアの
予算を用意しており、できれ
ば2002年、遅くとも2003年か
らRETPC設立への協力を得た
いと強く要望している旨が伝
えられた。調査団からは、バン
ジャルマシンはITインフラ
（ISDN回線）が未整備であるこ
と、及び当地における協力の
規模を判断するため、更に調
査を行う時間が必要であるこ
とから、協力の順序は原則と
して前回ミニッツに記載した
とおり（1年目にスラバヤ、2年
目にメダン及びマカッサル、3
年目にバンジャルマシン）とす
る考えを伝えた。ただし人材
育成についてはバンジャルマ
シンについても前倒して実施
することとし、NAFED/IETCの
了解を得、この旨ミニッツに
記載した。

・南カリマンタン州知事からは、
協力を前倒ししてほしい旨の
JICA宛のレターが調査団帰国
後に発出されている。

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

調査・協議結果詳細

1. 調査団派遣の目的

2. プロジェクトにつ
いて
（1）協力期間

（2）RETPC設立地
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・2年目以降に設立するRETPCの
規模、サービスの内容・回数、
日本側の投入機材の規模など
は、各地のニーズや状況をよ
り詳細に調査した結果に応じ
て、追って決定することで合
意し、ミニッツに記載した。

・また各地の調査の結果、第1次
短期調査時に設定したRETPC
設立地に対する基準（ニーズ、
組織、予算、人員、建物・設備、
ITインフラの準備状況）が満た
されていない場合は、設立を
延期又は取り止めることもあ
り得る旨確認し、併せてミ
ニッツに記載した。

・ジャカルタのプロジェクトサ
イトはIETC2階に設置されるこ
とを確認し、サイトのレイア
ウト案を入手した。このプロ
ジェクト室では日本人専門家
と「プロジェクトチーム」のC/
P6名（NAFED4名、IETC2名）が
執務する。他のC/Pは本来業務
があるため、普段は従来の場
所で執務し、「プロジェクト
チーム」合同会議の際には集合
する。

・スラバヤのRETPC設立予定地
も再度訪問し、第2次短期調査
時に協議した暫定レイアウト
案に対して、さらに若干の修
正提案を行った。修正後のレ
イアウト案についても入手し
た。

・基本計画を左記のとおり確認
し、R/Dに記載した。

・サイトとなる予定の場所を
確認し、専門家の執務室、
機材の据え付け場所などサ
イト全体のレイアウトを確
認する。

・基本計画を確認し、R/Dに
記載する。

・ジャカルタのサイトはIETC1階の
展示室となる予定であり、ここで
NAFED（CEIT）及びIETCのC/Pが
執務する予定である。NAFED
（CEIT）のC/P数名はNAFEDから移
転してくることになっている。

・前回調査時に協議した結果、暫定
的に、以下のとおりとした。
上位目標
地方貿易研修・振興センター
（RETPC）を設立した地方における
中小企業の輸出を振興する。

プロジェクト目標
（スラバヤ、メダン、マカッサル、
バンジャルマシンの）モデル
RETPCが各地方の中小企業に対し
て貿易研修、貿易情報、及び貿易
振興サービスを提供する。

（3）プロジェクト
サイト

（4）プロジェクト
の基本計画
1） 上位目標

2） プロジェク
ト目標
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

成　果
（1）RETPCが「プロジェクトチー
ム」と連携して貿易研修、情報、
振興サービスを各地方において
実施するための体制が確立され
る。

（2）RETPCのC/Pが貿易研修の運
営管理手法を習得する。

（3）RETPCと「プロジェクトチー
ム」のC/Pが、遠隔研修技術を含
めた貿易研修のためのIT活用技
術を習得する。

（4）RETPCと「プロジェクトチー
ム」のC/Pが貿易情報、振興サー
ビス（常設展示、図書館運営、オ
フライン情報の発信）の運営管
理手法を習得する。

（5）RETPCと「プロジェクトチー
ム」のC/Pが、貿易情報、振興サー
ビスのためのIT活用技術を習得
する。

（6）「プロジェクトチーム」のC/P
がRETPCを他の地方にも設立・
運営していくためのノウハウを
身につける。

活　動
（PDM案参照）

・前回調査時に暫定版を作成した。

・前回調査時に暫定版のPOを作成し
た。

・上記（4）の基本計画に沿っ
てPDMを見直し、プロジェ
クトドキュメントに添付す
る。特に達成目標（上位目
標及びプロジェクト目標の
達成度を測る指標）を見直
し、妥当な目標値を再設定
する。

・上記（4）4）の活動に沿って
POを見直し、併せて協力
初年度（2002年度）のAPO
暫定版を作成し、プロジェ
クトドキュメント及びミ
ニッツに添付する。

・今次調査では、活動6-4を若干
変更し、「プロジェクトチーム
のC/Pが適切なRETPC設立地を
選定するため、事前に定めた6
つの選定基準に基づいて候補
地の経済状況及び組織体制を
調査するノウハウを習得する」
とした。

・上記（4）の活動を修正するとと
もに、指標の目標値をインド
ネシア側と協議のうえ一部見
直し、PDMを改訂してプロ
ジェクトドキュメントに添付
した（Annex 8）。

・POを見直し、改訂版をプロ
ジェクトドキュメントに添付
した（Annex 9）。

・POに基づいて2002年度の年次
活動計画（APO）暫定版を作成
し、ミニッツに添付した
（Annex D）。

3） 成　果

4） 活　動

（5）プロジェクト・
デザイン・マト
リックス（PDM）

（6）活動計画（PO）
及び年次活動計
画（APO）



- 219 -

調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・前回調査時には、長期専門家とし
ては2名（チーフ・アドバイザー及
び業務調整員）、必要に応じてもう
1名の長期専門家の派遣を検討す
ることとし、ミニッツに記載した。

・ジャカルタに3名（チーフ・
アドバイザー、業務調整
員、貿易振興のためのマー
ケティング）の長期専門家
を派遣し、地方にも必要に
応じて巡回指導する体制と
する。

・チーフ・アドバイザーはプ
ロジェクト運営管理全般の
総括責任者として、以下の
業務を行う。
1. プロジェクト実施計画の
策定

2. プロジェクト活動の進捗
管理

3. 運営上の課題・問題点へ
の対応

4. プロジェクト活動成果の
取りまとめと報告

5. 貿易情報・振興分野を中
心に協力全般に関するア
ドバイス

・業務調整員はプロジェクト
の運営管理においてチー
フ・アドバイザーを補佐
し、以下の業務を行う。
1. プロジェクト実施上の問
題点の解決、課題の実施
促進を、チーフ・アドバ
イザーや相手側と協力し
て行う

2. 現地業務費の資金計画・
管理・執行・精算

3. プロジェクト及び関係機
関との連絡・調整

4. 専門家の業務・生活環境
整備支援

5. プロジェクトの広報活動
・「貿易振興のためのマーケ
ティング」担当の専門家
は、貿易情報・振興サービ
スのユーザーの視点に立
ち、以下の業務を行う。
1. RETPCのサービスに対
する受益者のニーズ調査
の指導

2. 地域ごとに異なるニーズ
に合わせたサービス内容
の計画・立案・実施指導
（地方への巡回指導を含
む）

・長期専門家については左記の
とおり3名（チーフ・アドバイ
ザー、業務調整員、貿易振興の
ためのマーケティング）を派遣
することでインドネシア側と
合意し、ミニッツに記載した。

・上記3名の長期専門家のTOR
（派遣目的及び業務内容）を作
成し、インドネシア側と協議
のうえ、プロジェクトドキュ
メントに添付した（Annex 11）。
TORに記載したそれぞれの専
門家の主要業務は以下のとお
り。
チーフ・アドバイザー
1. プロジェクト実施計画の策定
2. プロジェクト活動の進捗管理
3. 運営上の課題・問題点への
対応

4. プロジェクト活動成果の取
りまとめと報告

5. 技術移転全般に関するアド
バイス

業務調整員
1. プロジェクト実施上の問題
点の解決、課題の実施促進
を、チーフ・アドバイザーや
相手側と協力して行う

2. 現地業務費の資金計画・管
理・執行・精算

3. プロジェクト及び関係機関
との連絡・調整

4. プロジェクト活動成果の取
りまとめと報告における
チーフ・アドバイザーに対
する業務支援

5. 専門家の業務・生活環境整
備支援

6. プロジェクトの広報活動
貿易振興のためのマーケティ
ング
1. C/Pに対する貿易振興・情報
提供サービスに関する指
導・助言

2. RETPCのサービスに対する
受益者のニーズ調査のノウ
ハウをC/Pに移転する

3. 地域ごとに異なるニーズに
合わせた貿易振興・情報提
供サービスの計画・立案・実
施指導（地方への巡回指導を
含む）

（7）投入計画
1） 日本側投入
a） 専門家
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・短期専門家の派遣分野について
は、協議の結果、以下のとおりと
し、ミニッツに記載した。
①　ホームページ拡充指導
②　データベース拡充指導
③　地方でのセミナー
④　図書館運営管理
⑤　カタログ作成
⑥　展示技術
⑦　貿易振興のための出版物作成
⑧　その他

・上記3名の長期専門家の
TOR（派遣目的及び業務内
容）をインドネシア側と協
議のうえ作成し、プロジェ
クトドキュメントに添付す
る。

・協力初年度の短期専門家派
遣計画（分野、派遣期間、時
期）について協議し、結果
をミニッツに記載する。

・短期専門家については、イン
ドネシア側と協議のうえ、
2002年度は以下の5分野につい
て派遣することとした。
1. ITコンサルテーション（2002
年8月、3週間程度）
- ジャカルタ及びスラバヤ
におけるネットワークシ
ステムの稼働状況確認

- C/Pに対するネットワーク
機材使用方法指導

- NAFEDのホームページ、
データベース、LANシス
テムの開発についてのコ
ンサルテーション

2. スラバヤRETPCの開所式で
の研修講師（2002年9月第2
週、1週間程度）
- スラバヤRETPCの開所式
に合わせて開催される3日
間の対面研修において、
特定商品（例：家具）の対
日輸出促進研修コースを
実施する。

- 必要に応じジャカルタで
も講義を行う。

3. ミニ・リソース・センター
（図書館）管理（2003年1月、3
～4週間程度）
- NAFED/IETC及びスラバ
ヤRETPCの図書館管理技
術指導（総論的な指導は長
期専門家が行う）。

4. 展示室管理（2003年2月、3～
4週間程度）
-「プロジェクトチーム」及
びスラバヤRETPCのC/Pに
対し、商品展示や見本市に
よる貿易ビジネスの展開
方法についての指導（商品
展示のツール、展示企画・
設計、展示技術、展示品の
選定、など）（総論的な指導
は長期専門家が行う）。

5. ウェブページデザイン、ま
たはデータベース技術（1の
ITコンサルテーションの結
果、個別技術について必要
があれば対応する）
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・前回調査時に、RETPCのスタッフ
の育成は基本的にインドネシア国
内で行い、本邦研修は必要性を十
分検討し、フェーズ1、フェーズ2
で扱わなかった新規技術のうち、
本邦でなければ研修できない内容
に限って実施する方針をインドネ
シア側に伝えた。またRETPCから
も優秀なスタッフについては、必
要に応じ、本邦研修に受け入れる
こととした。

・受入人数について、インドネシア
側からは年5名程度の要望が述べ
られたが、予算の制約があること
を説明し、原則年0～3名程度を受
け入れることとし、ミニッツにこ
の旨記載した。

・なお、2002年1月から4月まで4か月
間にわたってJICA沖縄国際セン
ターで行われている集団コース
（「マルチメディア教材制作」）に、
IETCのC/P 1名が参加している。

・本プロジェクトでの供与機材リス
ト（暫定案）を作成し、前回調査時
にミニッツに添付した。

・協力初年度の本邦研修受入
れは3名を限度とし、受入
分野、内容、時期について
の要望を聴取し、結果をミ
ニッツに記載する。

・機材計画の基本方針を以下
のとおりインドネシア側に
説明したうえで、供与機材
リストを見直し、改訂版を
プロジェクトドキュメント
に添付する。

・IETCには既にフェーズ1、
2プロジェクトで供与した
機材及びJ-netで新たに設置
する機材があることから、
本プロジェクトでプロジェ
クトチーム用に供与する機
材は必要最小限とする。具
体的にはデジタル教材製作
用機材（教材開発用パソコ
ン、ソフトウェア、デジタ
ルカメラ、CD-ROM複写
機、など）とファイルサー
バーを予定。

・上記に加え、インドネシア側
からはテレビ会議システムに
よる遠隔研修に関する技術移
転のための短期専門家派遣が
要請されたが、当該分野につ
いてはJ-netを活用してJICA沖
縄国際センターより教えを請
うよう、調査団から提案し、こ
の旨ミニッツに記載した。

・本邦研修については、改めて
以下の原則を確認し、ミニッ
ツに記載した。
- 本邦研修は必要性を十分検
討し、フェーズ1、フェーズ
2で扱わなかった新規技術の
うち、本邦でなければ研修
できない内容に限って実施
する。

- RETPCから、優秀なスタッ
フについては、必要に応じ
て本邦研修に受け入れる。

- 本邦への受入人数は年3名ま
でとする。

- 若く前途有望で自立心のあ
るC/Pを優先する。

・インドネシア側と協議の結果、
2002年度は以下の分野について
計3名を受け入れることとした。
1. 貿易振興分野（2002年11月、
最長3～4週間）2名

2. クライアント・サーバーシ
ステム設計（2002年4月～8
月、JICA沖縄国際センター
の集合研修）1名

・左記の基本方針を改めて確認
し、プロジェクトドキュメン
トに記載した。

・インドネシア側と協議のうえ、
2002年度分の供与機材（IETC
及びスラバヤRETPCへの供与
機材）のリストを見直し、プロ
ジェクトドキュメントに添付
した（Annex 12-1、12-2）。

b） 研修員受
入れ

c） 機材供与
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・前回調査時には供与機材の検討に
あたり、本プロジェクトの下で実
施する遠隔研修の方法についてイ
ンドネシア側と協議した。インド
ネシア側は第1次短期調査時には
テレビ会議システム及びウェブ・
ベースド・トレーニング（WBT）を
要望していた。しかしWBTは通信
インフラの整備状況が十分でない
ことから、前回調査時に取り下げ
られた。

・J-netの機材のうち、本プロ
ジェクトで活用できるもの
は最大限活用する。J-netで
納入するパソコンと本プロ
ジェクトで供与する機材の
インターフェース、及び本
プロジェクトにおけるJ-net
機材の具体的な活用方法に
ついては、J-netの実施協議
調査団を交えて協議する。

・RETPCには、貿易研修及び
貿易振興事業を実施するの
に必要な機材を供与する。
具体的には研修用機材
（OHP、ホワイトボード、教
材開発用パソコン、研修用
パソコン、など）及び貿易
振興事業用機材（図書館用
パソコン、書籍など）を予
定。RETPCへの機材供与の
規模は一律ではなく、地域
ごとのニーズに基づいて決
定する。

・機材供与のタイミングは以
下のとおりとする（カッコ
内の概算額は日本国内での
機材価格により積算。調査
団内の参考情報として記
載）。
1年目（2002年度）：ジャカ
ルタ（プロジェクトチー
ム）及びスラバヤRETPC
へ供与（4,300万円程度）

2年目（2003年度）：メダン
及びマカッサルRETPC
へ供与（3,400万円程度）

3年目（2004年度）：バン
ジャルマシンRETPCへ
の供与（1,200万円程度）

・テレビ会議システムによる
遠隔研修は、左記のとおり
協力初年度はレンタルで行
うこととする。ただしJ-net
のテレビ会議システムは技
術的な理由から外部と直接
接続できないため、IETC
で使用する機材もレンタル
する必要がある点を参考ま
でにインドネシア側に伝え
る。

・J-netの機材と本プロジェクト
の供与機材とのインター
フェースについては、双方に
システム上の問題点が起こら
ないように必要な機材を追加
することとし、上述の供与機
材リストに反映した。

・J-netの機材を最大限本プロ
ジェクトで活用することとし、
ミニッツに記載した。

・2年目以降のRETPC設立地（メ
ダン、マカッサル、バンジャル
マシン）に対する供与機材の品
目・数量は、それぞれの地方の
ニーズや状況に応じてそれぞ
れ2年目、3年目に決定するこ
ととした。また機材投入規模
はスラバヤを最大とし、他の3
か所はこれを超えないことで
合意し、この旨ミニッツに記
載した。

・テレビ会議システムの導入に
ついては今回も重ねて要請が
なされたが、前回調査時に合
意したとおり、1年目にレンタ
ルにてジャカルタ－スラバヤ
間で2回試行し、この結果以下
の条件が満たされているかど
うかを確認したうえで、2年目
に購入するかどうかを決定す
ることとし、ミニッツに記載
した。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・テレビ会議システムを行う
ためには、IETC及びスラ
バヤRETPCそれぞれにお
いてISDN回線（3本程度）
が必要となることを説明
し、これらの回線設置工
事、月使用料、通信料をす
べてインドネシア側で負担
できるかどうかを確認す
る。

・プロジェクトディレクター
及びプロジェクトマネー
ジャーについては確認のう
え、R/Dに記載する。

・NAFED及びIETCより配置
されるC/Pに変更がないか
どうか確認し、最新のC/P
リストをプロジェクトド
キュメントに添付する。

- 費用に比較して十分な研修
効果が得られたか。

- TV会議システム導入が地方
での人材育成努力を阻害し
ないか（研修実施にあたり
TV会議システムに過度に依
存していないか）。

- 中央または州政府が通信費
を継続的に負担できるか。

・インドネシア側はISDN回線2
本でTV会議システムによる研
修を行う計画を立てている。
過去にIETCが遠隔研修を実施
した際、1回線で問題がなかっ
たことから、2回線で十分であ
るとしている。初年の遠隔研
修（2回）の通信費は東ジャワ州
政府が負担する。

・プロジェクトディレクター、
プロジェクトマネージャーに
加え、副プロジェクトディレ
クター及び副プロジェクトマ
ネージャーも含めてR/Dに記載
した。

・プロジェクトチームには
NAFEDより18名、IETCより18
名、計36名のC/Pが配置される
こととなった。このうちプロ
ジェクトサイト（IETC内）に常
駐するのは上述のとおり、6名
（NAFEDより4名、IETCより2
名、いずれもIT担当者）であ
る。また3名が2002年6月から
スラバヤに派遣される（スラバ
ヤRETPC所長及び研修担当マ
ネージャー：IETC出身、貿易振
興・情報担当マネージャー：
NAFED出身）。

・テレビ会議システムに対してはイ
ンドネシア側の要望が非常に強
い。しかしISDN回線によるデータ
通信費が高額であり、継続的な実
施が危惧されるため、協力初年は
機材のレンタルによりジャカルタ
－スラバヤ間で2回試行し、購入す
るかどうかはその結果を見て改め
て議論することとし、前回調査時
のミニッツにこの旨記載した。な
お、テレビ会議システム機材のレ
ンタル費用は日本側が、通信費は
インドネシア側が負担することと
した。

・前回調査でインドネシア側の要員
配置計画を以下のとおり確認し、
ミニッツに記載した。
① プロジェクトディレクター：
NAFED長官

② 副プロジェクトディレク
ター：NAFED次官

③ プロジェクトマネージャー：
CEIT局長

④ 副 プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ー
ジャー：IETC所長

⑤ C/P：NAFEDより8名、IETCよ
り19名

⑥ 事務スタッフ：IETCより3名
⑦ 各RETPCに10名程度

・「プロジェクトチーム」に配置され
るNAFEDのC/P 8名の内訳は、情
報担当2名、貿易振興担当3名、IT
担当3名とのことであった。ただし
NAFED側はC/Pの構成について再
検討するとしている。

・「プロジェクトチーム」に配置され
るIETCのC/P 22名の内訳は、研修
管理（RETPCへの指導を含む）担当
6名、遠隔研修用コンテンツ担当6
名、遠隔研修技術担当7名、アドミ
3名の計画である。

2） インドネシ
ア側投入
a） 要員配置
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・調査団より、大多数のC/Pが普
段は別々の場所で執務し、所
属組織も別であることから、
プロジェクトチーム内での両
者の連携について懸念を表明
したところ、NAFED、IETC双
方が1名ずつ連絡調整係として
コーディネーターを指名する
とともに、週1回「プロジェク
トチーム」合同ミーティングを
開催することとなった。

・「プロジェクトチーム」に配置
されるNAFED、IETCそれぞれ
のC/Pの内訳は以下のとおり。
NAFED：計18名
コーディネーター 1名
貿易振興 5名
貿易情報 4名
IT 8名
IETC：計18名
コーディネーター 1名
研修管理 5名
遠隔研修用コンテンツ 5名
遠隔研修技術（IT） 7名

・「プロジェクトチーム」は2002
年2月中に発足することを確認
した。

・「プロジェクトチーム」からス
ラバヤRETPCへの所長以下3名
の派遣時期は2002年6月初めで
あることを確認した。

・東ジャワ州政府（商工部）は、
スラバヤRETPCの副所長、総
務担当マネージャーを含む9名
のスタッフを既に内定してお
り、今次調査中にこれらス
タッフとの面談を行った。9名
のうち7名が女性であり、半数
以上が大学卒であるが、英語
での質疑応答が可能なのは数
名であった。スタッフは30代
から50代であるが、平均年齢
は高めである。これらスタッ
フはプロジェクト終了後も
RETPCに勤務する予定のフル
タイムスタッフとして配置さ
れる予定であるが、インドネ
シア側は今後必要に応じて地
方のスタッフについては人数
を増やしていくとしている。

・スラバヤとメダンのRETPC所長候
補者は内定している（両者とも
IETC所属）。「プロジェクトチー
ム」からスラバヤRETPCへの所長
以下3名の派遣時期は2002年6月上
旬ごろを予定しているとのことで
ある。

・スラバヤ（東ジャワ州）のRETPCに
配置されるC/Pは今次調査時点で
は未定であった。東ジャワ州商工
部は、NAFED/IETCからRETPCの
スタッフに対する要件が連絡され
次第、人選するとしている。これ
を受けてNAFEDにてスタッフに対
する要件を作成し、追って連絡す
ることとなった。

・NAFED及びIETCによって
プロジェクトのために設置
される「プロジェクトチー
ム」の発足時期を確認す
る。

・「プロジェクトチーム」か
らスラバヤRETPCに派遣
される人員の内訳と、派遣
時期を確認する。

・スラバヤRETPCに配置さ
れるC/Pの内訳を確認する。
未定の場合は、NAFEDが
用意することとなっていた
C/Pの要件と配置される時
期を確認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・スラバヤRETPCのスタッフの
選定は、NAFED/IETCの設定し
た以下の要件に沿って、東
ジャワ州商工部によってなさ
れたとのことであった。
- 45歳以下
- ディプロマ以上の学歴
- 健康状態が良好なこと
- コンピューター、インター
ネット使用技術

- 輸出手続き、国際貿易に関
する知識

- 英語能力
- プロジェクト終了後も
RETPCに残る意志がある

ただしこの要件は今後ほかの3
地域に対しては見直す可能性
もあるとのことであった。

・NAFEDは2002年度、本プロ
ジェクトのための予算として
11億7,600万ルピアを用意して
おり、スラバヤRETPCの改修
費、立ち上げに係る諸費用、
ジャカルタから派遣する3名の
スタッフの滞在費などを賄う
予定であるが、財務省との最
終協議が終わっていないため、
予算の内訳については変更の
可能性があるとのことであっ
た。暫定予算案を入手してプ
ロジェクトドキュメントに添
付した（Annex 17-1）。

・東ジャワ州政府（商工部）は、
2002年度本プロジェクトのた
めに9億7,100万ルピアを用意
しており、既に議会の承認も
得ているとのことであった。
予算内訳は前回調査時から変
更されていない。英文の予算
案を入手してプロジェクトド
キュメントに添付した（Annex
17-2）。

・NAFED/IETC及び東ジャワ
州政府商工部が要求してい
た2002年予算の総額及び内
訳を改めて確認し、ミニッ
ツに添付する。

・中央政府、地方政府とも、秋（10～
11月）に予算要求し、議会の承認
（12月）を経て、3～4月ごろに予算
配布されるとのことである。

・前回調査時点では2002年度予算は
まだ承認されていなかったが、
NAFED/IETC及び東ジャワ州政府
が要求している2002年度のプロ
ジェクト予算の概要はそれぞれ以
下のとおりとのことであった（単
位：ルピア）。
NAFED/IETC：合計12億5,000万
（1）スラバヤRETPC用予算（10億

2,468万）
- スラバヤへ派遣する人員の給
与：4,000万

- スラバヤRETPCの事務消耗
品：3,000万

- 交通費：2,980万
- スラバヤRETPC改修費：4億
- その他（職員研修、物品運搬、
会議費、他）：2億1,984万

- 機材維持費（通信費、光熱費を
含む）：3億500万

（2）プロジェクトチーム用予算（2
億2,532万）

- C/Pの給与：3,570万
- 交通費：1億5,200万
- その他（会議費、広報費、他）：
3,760万

東ジャワ州：合計9億7,092万
- 家具、備品：4億5,625万
- 事務・研修器具（電話、FAX、
ISDN回線、空調機、スピーカ、
OHP、スクリーン、他）：1億
5,970万

b） プロジェ
クト予算
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

・RETPCの 改 修 に あ た り 、
NAFED、IETCと東ジャワ州商
工部は既に合同で入札の準備
を行っている。現在の予定で
は2月初めに公示し、3月中旬
に業者を決定し、5月末までに
改修工事を終えるとしている。
インドネシア側の入札準備
チーム構成及び入札・工事の
詳細スケジュールを入手し、
ミニッツに添付した（Annex B、
C）。

・協議の結果を踏まえてTSIを見
直し、改訂版をプロジェクト
ドキュメントに添付した
（Annex 10）。
・また、TSIに基づいて2002年度
の年次暫定実施計画（ATSI）暫
定版を作成し、ミニッツに添
付した（Annex E）。

・NAFED長官と東ジャワ州知事
の間でのTCA署名は、2月8日
に実施されるとのことであっ
た。今次調査では署名予定の
TCAの英語訳版をプロジェク
トドキュメントに添付した
（Annex 7）。帰国後に署名され
たTCAの写し（インドネシア
語）を入手した。

・スラバヤRETPC設立前後の予
定を、以下のとおり確認し、ミ
ニッツに記載した。
- 2002年6月：スラバヤRETPC
の人員配置（NAFED/IETCか
らの派遣者及び東ジャワ州
商工部のスタッフ）

- 2002年 6～ 10月：NAFED/
IETCから派遣されるC/Pか
らスラバヤRETPCスタッフ
への技術移転

- 2002年7月：スラバヤRETPC
でのミニ・リソースセン
ター（図書館）開設

c） 土地、建
物、施設

（8）暫定実施計画
（TSI）

3. プロジェクト開始
へ向けた準備、そ
の他
（1）Technical
Cooperation
Agreement（TCA）

- 研修経費：8,997万
- RETPC運営費：1億6,000万
- C/P給与：9,900万

・州政府が土地及び建物（事務所施
設を含む）、事務機器、事務用品に
関する費用を負担し、NAFEDが建
物の改修費を負担する。

・前回調査時に、インドネシア側
（NAFED、IETC及び東ジャワ州商
工部）と協議のうえ、スラバヤ
RETPCのレイアウト案を作成し、
ミニッツに添付した。

・前回調査時に暫定版を作成した。

・NAFED長官とRETPCを設立する
州の知事は、センター設立に係る
取り決め内容を記載したTCAに署
名することとなっている。前回調
査時にTCA案（英文版）の内容につ
いてインドネシア側と協議のう
え、ミニッツに添付した。

・東ジャワ州知事との間のTCAへの
署名はR/D署名までに行われるこ
ととなっている。

・スラバヤRETPCの建物改
修工事の開始及び完了時
期、契約主体、作業管理責
任の所在を確認する。

・上記（7）の投入計画に沿っ
て見直し、ミニッツに添付
する。

・左記TCAへの署名は各地方
への協力開始の前提条件で
あるため、署名が行われた
かどうかを確認し、署名さ
れたTCAの写しを入手す
る。

・TCAに基づき、スラバヤ
RETPCが設立される予定
時期を確認する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

- 2002年8月：スラバヤRETPC
での第1回対面研修（講師は
IETCから招く）

- 2002年 8月末：スラバヤ
RETPCの展示室（ショー
ルーム）開設

- 2002年9月：スラバヤRETPC
開所式（併せて第2回対面研
修を実施。日本から講師を
派遣）

- 2002年10月、11月：IETC-ス
ラバヤRETPC間での遠隔研
修

・NAFED/IETCでは既にスラバ
ヤRETPCへ赴任するスタッフ
の教育を開始しているとのこ
とであった。

・また、スラバヤRETPCのス
タッフに対する導入研修は、
左記のとおり2002年4月から5
月に約2週間の予定でNAFED/
IETCにて行う予定とのことで
ある。

・合同調整委員会は、MOIT、
NAFED、EKUIN、BAPPENAS、
KADIN、業界団体、及び各地方
のアドバイザリー・コミッ
ティーの代表者をメンバーと
して、2003年2月上旬に第1回
委員会を開催する予定である。
合同調整委員会の機能及びメ
ンバー構成はR/Dに添付した。

・スラバヤのアドバイザリー・
コミッティーは、州政府、
KADINDA、業界団体、輸出者
組合、AOTS同窓会などの代表
者をメンバーとして、2002年2
月中に設立される予定である。

・両者はともに、①プロジェク
トの詳細活動計画の策定、②
プロジェクトに関係する機関
のコーディネート、③プロ
ジェクトの進捗及び成果の確
認、④プロジェクトに関する
問題についての意見交換、を
目的に、年1回または2回行わ
れる。

（2）スタッフの教
育・訓練

（3）合同調整委員
会、アドバイザ
リー・コミッ
ティー

・NAFED/IETCからスラバヤRETPC
へ派遣されるスタッフの教育・訓
練は2001年第4四半期から開始す
る予定であった。

・スラバヤRETPCのスタッフに対す
るOJTは2002年4月から5月中に約2
週間の予定でNAFED/IETCにて行
う予定とのことである。

・RETPCのスタッフに対しては、
「プロジェクトチーム」から派遣さ
れるスタッフが主体となって、
2002年6月～8月に、Managing Tool
（研修実施マニュアル、PERT
チャートなど）に関する訓練を行
う予定とのことである。

・プロジェクト運営に政府関係機関
や民間（商工会議所、各種組合、中
小企業の代表者など）の要望を反
映するため、ジャカルタでは合同
調整委員会を、各地方ではアドバ
イザリー・コミッティーを組織す
ることとなっている。

・左記の予定を確認する。

・左記両委員会の発足時期、
メンバーを確認する。合同
調整委員会のメンバー構成
については確認のうえ、R/
Dに添付する。
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調査項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

（4）モ ニ タ リ ン
グ・評価

（5）NAFEDの情報
タスクフォース

4. 今後のスケジュー
ル

・フェーズ2協力を実施しているた
め、IETCのC/Pは評価の経験があ
る。

・前回調査時の協議で、NAFED内部
（貿易情報・研修センター（CEIT）
と地域別の市場開発センター）で
の情報共有促進のため、本プロ
ジェクトとは別にNAFED内で「タ
スクフォース」を設置することと
なった。

・評価に加えて定期的モニタ
リングの必要性を説明し、
モニタリング及び中間・終
了時評価の暫定的な実施時
期について協議し、結果を
ミニッツに記載する。具体
的な実施方法については、
協力開始後に専門家と早期
に協議のうえ、策定するよ
う、申し入れる。

・左記「タスクフォース」の
設置準備状況について参考
情報として聴取する。

・2002年10～11月ごろに、2
年目のメダン及びマカッサ
ルのRETPCに対する協力
に関し協議するため、運営
指導調査を行う予定である
旨、インドネシア側に伝え
る。

・合同調整委員会はプロジェク
ト全体に対する包括的な助言
を行うのに対し、アドバイザ
リー・コミッティーは各
RETPCの活動に対する助言を
もっぱら行うこととして、今
回両者の関係を整理した。ま
た各地方のアドバイザリー・
コミッティーの代表者が合同
調整委員会に出席する仕組み
とし、両者の連携を図ること
として、この旨ミニッツ及び
プロジェクトドキュメントに
記載した。

・プロジェクト開始後6か月ごと
に定期モニタリングを、中間
期及び終了時にプロジェクト
の評価を、それぞれ日本側・イ
ンドネシア側合同で行うこと
を確認し、ミニッツに記載し
た。定期モニタリングは2003
年1月より6か月おきに実施す
ることとなった。

・プロジェクトのモニタリング
とは別に、「プロジェクトチー
ム」がRETPC設立後6か月間は
毎月、その後は2か月ごとに訪
問指導を行う予定となってい
る。

・CEIT局長によれば、2002年1月
末にNAFED長官が各地域別市
場開発センター長宛に、「タス
クフォース」設立と、収集した
市場情報をCEITに送付するよ
う呼びかけるメモを発出した
とのことである。具体的な活
動は今後開始するとのことで
あった。

・左記の予定を伝え、ATSIに記
載した。
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3－ 6　調査団長所感

3－ 6－ 1　インドネシア側のオーナーシップ

人的面では、先に述べたようにC/Pを積極的に活用し、自分たちのプロジェクトであるとい

う認識の醸成がまず必要である。財政的にも経常経費は、地方政府から、準備資金はNAFED双

方からそれぞれ出すことになっている。インドネシア側のオーナーシップは、まずNAFED/IETC

の managementが十分にそのことの重要性を認識し、特に IETCは自信をもって、地方をリード

することである。

インドネシア側は何かと日本側に頼るきらいがあるので、あるときは、つっぱねることも重

要である。ITに関しては、既に IETCのアリフル氏を沖縄国際センターのマルチメディア教材開

発コース（1月から 4月）に参加させている。彼の帰国後には、その持ち帰ったスキルを十分に

地方やジャカルタで技術移転してもらう。

3－ 6－ 2　バンジャルマシンの熱意

南カリマンタン州は、既に今RETPCの年度予算として、6億ルピアを計上しているという。し

かし、戦略的スケジュールや通信インフラ整備状況を見ると、あわてて実施する必要はないが、

当初開所予定の 2004年に向けて、人的資源開発を優先させるべきである。かの地の社会経済状

況をじっくり事前調査にもあてるべきであり、2004年が正式開所であるくらいのつもりで、ソ

フトランディングをすべきである。

3－ 6－ 3　J-Net事業プログラムとの連携

J-Net事業も本格的に 2002年 3月から稼働する予定であり、既に IETC内に設置工事も完了し

た。その地の利を生かして、積極的に利用すべきである。特に、沖縄とは、ITや教材開発での

交流が期待されるし、マレイシア INTANとの交流は、同じ文化言語圏であるので、ますます有

効である。

3－ 6－ 4　ITのフル活用

本プロジェクトは、一面では ITプロジェクトでもある。研修用コンテンツは既に、十分な蓄

積がある。IT化によって、遠隔での研修の実現、マルチメディア化による学習の効率化、多数

の研修が可能など、優れたメリットがあることが期待される。
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